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平成24年度 事務事業評価（内部評価）シート　（平成23年度実施事業）
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細々目

国庫支出金

23当初予算22決算

債権債務者

地方債

788

1,564 1,738直接事業費

787

24当初予算

01

都支出金

コスト

予算科目コード

出納事務処理を正確、迅速に行い、債権者に請求金額
を速やかに支払う。また債務者からの収納金を正確に
収納する。

＜対象は誰、何か＞
目的

(単位)

千円

23決算

千円

千円

備考＜特財名称等＞

都税徴収委託金
（歳出にかかる特定
財源となっていな
い）

公金総合保険料水道
事業会計負担金

千円

1,678

703

9

目 都補助等あり)02 項

市上乗せあり)

00105 細目

①市長からの支出命令、収入通知等を審査する。
②債権者に支払いをする。
③納入義務者から現金等を収納する。

平成２３年度の状況
【一般会計】
　収納421,428件、支払39,829件
【特別会計】
　収納189,342件、支払4,124件

＜対象をどの程度の状態にすることを意図しているか＞

政策項目

担当

法令による事業実施義務
個別計画（年度）

01

中項目

大項目
地方自治法、会計事務規則、公
金取扱金融機関に関する規則

会計課

会計係

第5次総合基本計画における位置付け 実施根拠＜法令、要綱等＞

課

07 計画の実現のために

内線2102係

北澤　喜美子

土田   磨

電話

会計管理者

その他特定財源 千円
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66,400

実績・成果
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実施内容

03 自主自立による行財政運営

事務事業名

会計事務

担当部署
部 課長

総事業費

判
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理
由

67,964

　※　別紙「事務事業評価基準」による個別評価

3①優先度（どの程度優先されるべきか）

68,078

判
断
理
由

Ａ

②妥当性（実施方法は妥当であるか）

請求金額を速やかに支払うためには、担当課からの支払伝票が法令等に違
反がないか、記載の誤謬がないかなど点検のうえ、正確かつ迅速に処理す
ることが重要である。さらに事業の増加等に伴い伝票の数量も増加してい
るため、より迅速な出納事務処理が求められる。また、主管課での伝票処
理について誤りのないように指導することも必要である。なお、平成２５
年度には新システムへの移行も予定されており、こうした点から現状の方
式を採用している。

3

判
断
理
由

財務会計システム及び各課担当職員に対する研修等により、一定
の出納事務処理の効率化は図られた。しかし、担当職員の会計事
務処理の理解度には依然として差があり、より正確、迅速な出納
事務処理を行うためには、予定されている新システムへの移行も
視野に入れ、研修方法や職員個々に対するより良い指導方法など
を引き続き研究する必要もあると考えられる。なお、内部事務で
あり、直接市民サービスの向上につながるものではない。

3
債権者に請求金額を速やかに支払うため、出納事
務処理を正確、迅速に行うことが優先される。ま
た収納金（市税、使用料等）を正確に収納し、主
管課へ報告することも優先すべきことである。

一般財源

課
題
と
今
後
の
方
向
性

事
務
事
業
評
価

4

68,138

Ｂ　コスト改善に向けて実施方法を見直し

Ａ　成果拡大に向けて実施方法を見直し

判
断
理
由

財務会計システムでの出納事務処理によりスムーズな出納事
務処理が行われ概ね達成できているが、各課担当職員のより
一層のレベルアップを図り、円滑な会計事務の流れを確保す
る必要がある。また、平成25年度に予定されている新システ
ムへの移行に伴い、より正確、迅速な出納事務処理を確立す
るために、会計課及び各課の職員への研修等を行うなど啓発
に努めることも必要と考えられる。

人工数

68,127

一般職員人件費

967

66,400千円

768

66,400 66,400

1,016

債権者への支払いについて、現
行のＦＤ作成による口座払いで
は日数がかかる。

Ｄ　縮小・廃止

④効率性（効率的に実施できたか）③達成度（成果はどの程度あるか）

平成25年度予算編成における具体的な取組

ＥＢ（エレクトリック・バンキング）の導
入について検討する。

Ｅ　現状を維持

Ｃ　抜本的な見直し

今後の方向性
(以下より選択)

現状における課題

1


